
東京都高濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬支援事業助成金交付要綱 

 

（ 制 定 ） 平 成 2 9年 8月 2 4日 付 都 環 公 技 技 第 2 4 9号 理 事 長 決 定 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、東京都高濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬支援事業実施要綱（平成 29 年７月 31

日付 29 環資産第 323 号。以下｢実施要綱｣という。）第７条第４号に基づき、公益財団法人東

京都環境公社（以下「公社」という。）が東京都（以下「都」という。）の委託を受け事務を

執行する東京都高濃度ＰＣＢ廃棄物収集運搬支援事業（以下「本事業」という。）における助

成金（以下「助成金」という。）の交付に関する必要な手続その他の必要な事項を定めること

を目的とする。 

 

（用語） 

第２条 この要綱で使用する用語は、実施要綱で使用する用語の例による。 

  

（助成対象者） 

第３条 本事業において交付する助成金の交付対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、

次に掲げる者とする。 

(1) 中小企業者 

次のアからキまでのいずれかに該当する者(次のアからキまでに掲げる者以外の一又は

二以上の会社（以下この条において「大企業者」という。)の所有に係る当該会社の株式の

数の当該会社の発行済株式の総数に対する割合又は大企業者の当該会社への出資の金額の

当該会社の出資の総額に対する割合が２分の１以上である者、その者との間にその者によ

る完全支配関係（法人税法施行令（昭和 40年３月 31日政令第 97号）第４条の２第２項に

規定する完全支配関係をいう。以下この号において同じ。）がある者、大企業者との間に

完全支配関係がある者を除いたものをいう。） 

ア 資本の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300

人以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（イからキ

までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの  

イ 資本の額又は出資の総額が１億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100

人以下の会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの  

ウ 資本の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が

100人以下の会社及び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営

むもの  

エ 資本の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が

50 人以下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むも

の  

オ 資本の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 900

人以下の会社及び個人であって、ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及び

チューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。)に属する事業を主たる事業とし

て営むもの  

カ 資本の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300

人以下の会社及び個人であって、ソフトウェア業又は情報処理サービス業に属する

事業を主たる事業として営むもの  

キ 資本の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が

200人以下の会社及び個人であって、旅館業に属する事業を主たる事業として営むも

の 



(2) 中小企業団体等 

次のア又はイのいずれかに該当する者 

ア 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32年法律第 185号)第３条第１項に規定する

中小企業団体（事業協同組合、事業協同小組合、信用協同組合、協同組合連合会、

企業組合、協業組合、商工組合及び商工組合連合会）  

イ 特別の法律によって設立された組合又はその連合会であって、その直接又は間接の構

成員たる事業者の３分の２以上が前号のアからキまでのいずれかに該当する者であ

るもの（アに掲げるものを除く。) 

(3) 常時使用する従業員の数が 100人以下の法人（第１号及び第２号に該当するものを除く。） 

(4) 高濃度ＰＣＢ廃棄物を保管している個人 

 

（助成対象経費） 

第４条 本事業において交付する助成金の交付対象となる経費の合計（以下「助成対象経費」と

いう。）は、助成対象者が都内において保管している高濃度ＰＣＢ廃棄物の収集運搬等に要す

る経費（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）であって、都と協議のうえ公社が必要

かつ適切と認めたものとする。 

   

（助成金の額及び助成限度額） 

第５条 本事業において交付する助成金の額は、助成対象者の別に応じて、それぞれ以下に定め

る方法で算出した額（その額に 100円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。 

(1)  第３条第１号から第３号までのいずれかに該当するもの（清算中、特別清算中又は破産

手続中の法人を除く。） 助成対象経費の２分の１ 

(2) 第３条第４号に該当するもの又は清算中、特別清算中若しくは破産手続中の法人 助成

対象経費の 100分の 95 

２ 実施要綱第３条第４号アからオまでの措置に係る助成対象経費の助成限度額は、次の(1)

から(3)までに定める額とする。 

(1) 実施要綱第３条第４号アからウまでの措置に係る助成対象経費の助成限度額は、高濃度

ＰＣＢ廃棄物の種類に応じて次の表に定める額とし、高濃度ＰＣＢ廃棄物の数が２以上で

ある場合は、その種類ごとの助成限度額を合計した額とする。 

高濃度ＰＣＢ廃棄物の種類 
前項第１号に定める 

助成対象者 

前項第２号に定める 

助成対象者 

変圧器類 260,000円 494,000円 

コンデンサー類 115,000円 218,500円 

ＰＣＢ原液及びＰＣＢを含む油類 115,000円 218,500円 

(2) 実施要綱第３条第４号エの措置に係る助成対象経費の助成限度額は、次の表に定める額

とし、当該措置が必要となる高濃度ＰＣＢ廃棄物の数が２以上である場合は、その助成限

度額に高濃度ＰＣＢ廃棄物の数を乗じた額とする。 

措置の種類 
前項第１号に定める 

助成対象者 

前項第２号に定める 

助成対象者 

実施要綱第３条第４号エの措置 50,000円 95,000円 
 
(3) 実施要綱第３条第４号オの措置に係る助成対象経費の助成限度額は、次の表に定める額

とする。 

措置の種類 
前項第１号に定める 

助成対象者 

前項第２号に定める 

助成対象者 

実施要綱第３条第４号オの措置 230,000円 437,000円 

 



（助成金の交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、助成対象事業を実施

する前に助成金交付申請書（別記第１号様式）を公社に提出するものとする。 

２  前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

 (1) ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の保管及び処分状況等届出書の写し 

 (2) 中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「ＪＥＳＣＯ」という。）が発行するＰＣＢ機

器等登録確認書（登録ＰＣＢ廃棄物リストを含む。）の写し  

 (3) ＪＥＳＣＯが発行する中小企業者等軽減制度審査結果通知書の写し 

(4) 印鑑証明書（発行後３箇月以内のもの） 

(5) 助成対象経費に係る見積書の写し（税抜きの金額が記載されたもの） 

(6) その他公社が必要と認める書類  

 

（交付申請の受付期限及び受付停止） 

第７条 前条第１項の助成金の交付申請の受付期限は、平成 33年３月 31日とする。 

２ 前条第１項の助成金の交付申請の受付は、先着順に行うが、予算の範囲を超えた日をもって、

交付申請の受付を停止する。 

３ 前項の規定にかかわらず、公社は、予算超過日に複数の申請があった場合は、当該申請書の

中で抽選を行い、申請に係る本助成金の交付額の合計が公社の予算を超えない範囲で受理す

るものを決定する。 

（助成金の交付決定及び通知） 

第８条 公社は、第６条第１項の申請があったときは、速やかに当該申請に係る書類を審査し、

その内容を適当と認めるときは、予算の範囲内で助成金の交付を決定するものとする。 

２ 前項の助成金の交付の決定に当たっては、条件を付すものとする。 

３ 公社は、助成金の交付を決定したときは、速やかに助成金交付決定通知書（別記第２号様式）

により、助成金の交付決定額、助成条件その他必要な事項を申請者に通知するものとする。 

４ 申請者は、公社から前項の規定による通知を受けた日以降に助成対象事業に着手するものと

する。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第９条 公社は、助成金の交付決定後、天災地変その他事情変更により助成対象事業の全部又は

一部を継続する必要がなくなったと認めるときは、助成金交付の決定の全部若しくは一部を取

り消し、又は助成金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。た

だし、助成対象事業のうち既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

 

（変更承認申請等） 

第１０条 助成対象事業を行う者（以下「助成事業者」という。）は、第８条第３項の規定によ

る助成金交付決定通知を受けた後、助成対象事業の内容を変更しようとするとき又は廃止しよ

うとするときは、事業（変更・廃止）承認申請書（別記第３号様式）に関係書類を添えて、公

社に提出し、その承認を受けるものとする。ただし、助成対象物の処理施設搬入時の計量で、

重量変更が生じた場合はこの限りではない。 

 

（変更承認及び通知） 

第１１条 公社は、前条の申請があったときは、速やかに当該申請に係る書類を審査し、その内

容を適当と認めるときは、これを承認するものとする。 

２ 前項の場合において、助成金の交付決定額の変更を伴うときは、予算の範囲内で当該変更を

決定するものとする。 

３ 第８条第２項の規定は、前項の変更の決定について準用する。 

４ 公社は、第１項の承認をしたときは、事業（変更・廃止）承認通知書（別記第４号様式）に

より、前条の申請をした者に通知するものとする。 

 



（実績報告） 

第１２条 助成事業者は、助成対象事業に係る事業が完了した日の翌日から起算して 15 日を経

過する日又は平成 33 年 12 月 31 日のいずれか早い日までに助成金実績報告書（別記第５号様

式）を公社に提出するものとする。なお、助成対象物の処理施設搬入時の計量により、助成対

象経費が変更した場合、別記第５号様式に、変更の内容を記載すること。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

ア 産業廃棄物管理票（マニフェスト伝票Ｂ２票（運搬終了票））の写し。電子マニフェス

トにあっては、収集運搬が終了したことが分かる画面を印刷したもの。 

イ 請求明細書の写し（税抜きの金額を記載したもの） 

ウ 支払を確認することのできる書類（高濃度ＰＣＢ廃棄物の収集運搬等を請け負った業者

の発行した領収書その他これに類するものをいう。）の写し 

エ 助成対象事業に係るポリ塩化ビフェニル廃棄物（特別管理産業廃棄物）処理委託契約書

の写し 

オ その他公社が必要と認める書類 

 

（助成金の額の確定） 

第１３条 公社は、前条第１項の実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の審査及び

必要に応じて行う現地調査により、その報告に係る助成対象事業の成果が助成金の交付決定の

内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、速や

かに助成金確定通知書（別記第６号様式）により助成事業者に通知するものとする。 

 

（助成金の支払及び請求） 

第１４条 助成金の支払は、前条に定める助成金の額の確定後に行うこととする。 

２ 助成事業者は、助成金の交付を受けるため、前条による助成金の額の確定通知書を受けた後、

速やかに助成金請求書（別記第７号様式）を公社に提出するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第１５条 公社は、助成金の交付の決定後、次の各号の一に該当すると認められる場合には、助

成金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

(２) 助成金を他の用途に使用したとき。 

(３) 助成対象事業を廃止したとき。 

(４) 助成金の交付決定の通知を受ける日の前に助成対象事業に着手したとき。 

(５) 予定の期間内に助成対象事業を完了しないとき。 

(６) その他助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又はこの要綱に基づ

く命令に違反したとき。 

２ 前項の規定は、助成金の額の確定を行った後においても適用があるものとする。 

３ 公社は、助成事業者が第１項第１号、第２号又は第６号に該当した場合、助成事業者の氏名

又は名称及び不正の内容を公表することができる。 

４ 公社は、助成金の交付の決定の取消しをしたときは、文書により速やかに申請者に通知する

ものとする。 

 

（助成金の返還） 

第１６条 公社は、助成金の交付の決定を取り消した場合においては、当該取消しに係る部分に

関し既に交付した助成金があるときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずる。 

２ 公社は、助成事業者に交付すべき助成金の額を確定した場合において、既にその額を超える

助成金を交付しているときは、期限を定めて、その全部又は一部の返還を命ずる。 

３ 公社は、第１項の規定により助成金の返還を命じたときは、助成事業者に対して、当該命令

に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一部を納付し

た場合におけるその後の期間については既納付額を控除した額）について、年 10.95％の割合



（年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。）で

計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付させなければならない。 

４ 公社は、前項の規定により助成事業者の納付した金額が返還を命じた助成金の額に達するま

では、その納付金額は、まず当該返還を命じた助成金の額に充てるものとする。 

５ 公社は、助成事業者に対し助成金の返還を命じた場合において、助成事業者がこれを納期日

までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額に

ついて、年 10.95%の割合（年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365日当

たりの割合とする。）で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付させなければな

らない。 

６ 前項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた助成金の未納付額の一

部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき

未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（個人情報の取扱い） 

第１７条 公社は、本事業の実施に関して知り得た助成事業者に係る個人情報及び企業活動上の

情報（以下「個人情報等」という。）については、本事業の目的を達成するために必要な範囲

において、都に提供することができる。 

２ 前項及び法令に定められた場合を除き、公社は、本事業の実施に関して知り得た助成事業者

の個人情報等について、本人の承諾なしに、第三者に提供しないものとする。 

 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、公社が別に定める。 

 

 

 

     

附 則（平成 29年 8月 24日付都環公技技第 249号） 

この要綱は、平成 29年 8月 31日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


